
インフラ/環境インフラ 分科会
取組みご説明

2022年04月

関西電力株式会社



1

The Kansai Electric Power Co., Inc.

2021年度の取組み

○インフラ分科会のリーダー企業として活動を進めて参りました。

○来年度に向けた豊能町さまのニーズヒアリングを行いました。

2021年度政府のスマートシティ関連事業CSPFC体制図

データ連携基盤整備 国交省職員によるハンズオン支援
2022年度に向けて豊能町さまの

ニーズヒアリング

2021年度 メンバー
関西電力
Andeco
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

2021年度の取組み

【従来】 【今後】

公営住宅

公民館・体育館等

公営住宅・福祉施設

水道・下水道

道路・橋梁・トンネル

河川

弊社インフラ

→文化・教育部局

→福祉部局

→都市整備部局

→土木部局

→上下水道局

→弊社

公民館・体育館
電力

上下水道

公民館・体育館等

公営住宅・福祉施設

水道・下水道

道路・橋梁・トンネル

河川

弊社インフラ

包括的に
一括管理

地域に存在する様々な公共インフラを、官民連携により、包括的に一括管理。

各
部
局
ご
と
に
管
理

＜地域インフライメージ＞

＜管理イメージ＞

⇒

環境社会インフラ
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

豊能町総合まちづくり計画から見るインフラ分科会の取組み方針（案）

○ 豊能町全域においてはインフラ管理方法の効率化やカーボンニュートラルに資する検討

○ リビングラボエリアを中心としたウォーカブルシティやレジリエンス向上に資する検討

豊能町総合まちづくり計画

〇インフラ管理効率化
〇カーボンニュートラル

〇まちなかウォーカブル
〇レジリエンス

取組み方針（案）

豊能町全域

リビングラボエリア
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

豊能町総合まちづくり計画から見るインフラ分科会の取組み方針（案）

担当省庁 事業名

内閣府
デジタル田園都市国家構想推進交付金

地方創生推進交付金

総務省 地域課題解決のためのスマートシティ推進事業

環境省 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

農水省 スマート農林水産業の全国展開に向けた導入支援事業

国交省

日本版MaaS推進・支援事業

スマートシティ実装化支援事業

まちづくりのデジタルトランスフォーメーションの推進

インフラ分科会にて2022年度活用を想定している補助金一覧

・
・
・



5

The Kansai Electric Power Co., Inc.

脱炭素ロードマップ

2021年6月に国が「地域脱炭素ロードマップ」を策定。

出展：地域脱炭素ロードマップ（概要）
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

地域脱炭素ロードマップ（対策施策の全体像）

出展：地域脱炭素ロードマップ（概要）

100カ所以上の「脱炭素先行地域」をつくることが施策の柱。
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

脱炭素先行地域への支援（地域脱炭素移行交付金）

出展：環境省「脱炭素先行地域に関する募集要領及び関連予算案説明会」資料

1自治体あたりの金額（10億円/5年）
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

脱炭素先行地域_選定要件、スケジュール

当グループは複数自治体の第一弾応募をサポート



9

The Kansai Electric Power Co., Inc.

減らす

置き換える

創る

カーボンニュートラルの実現に向けて

○ 脱炭素の実現にはエネルギー減らす・創る・置き換える（＋貯める）取組みが求められます。

○ 補助金を活用しながら、カーボンニュートラルに向けた取り組みを包括的にご支援します。

設置・運用・メンテナンス
発電

法人さま
（ビル、工場などの施設）

自家消費

サービスご利用料金照明機器 空調機器

蓄電池

非常時の電源供給

脱炭素実現のイメージ 当社ソリューションの例
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

○ 最大限の省エネ・再エネ設備の導入のうえ、デジタル技術を活用したエネルギーマネジメントによりスマートシ
ティ促進を狙います。（地産地消＋地域経済循環）

○ EV化・蓄電池の導入によりレジリエンスの向上を目指します。

地域エネルギーマネジメントシステム（CEMS）

＜メリット＞
・再エネ導入による脱炭素への貢献
・レジリエンス（災害時の電源確保）
・電力卸市場価格に連動してエリア内
設備をマネジメント

蓄電池

リビングラボ

学校各ご家庭

豊能町CEMS

系統電力
（電力会社等送電網）

電力会社より
電気を購入

電力取引市場へ
拠出

工場 町役場

・ピークカット
・デマンドレスポンス
・省エネ
・ｴﾈﾙｷﾞｰの備蓄管理

＜地域交流・防災拠点＞
リビングラボを環境性・防災性の高い拠点に

＜K-VIPS＞

再エネでつくった電気で地域の電力を賄い、余った
電気で蓄電池・EVの充電を最適に行う

エネルギーマネジメントシステムを開発中



11

The Kansai Electric Power Co., Inc.

ご参考
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

鉄管ドローン

垂直ドローン

AI画像解析

Winドローン

株式会社Dshiftホームページ引用 https://www.dshift.co.jp/about-us/

関西電力における維持管理でのDX活用について
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【従来】 【今後】

公営住宅

公民館・体育館等

公営住宅・福祉施設

水道・下水道

道路・橋梁・トンネル

河川

弊社インフラ

→文化・教育部局

→福祉部局

→都市整備部局

→土木部局

→上下水道局

→弊社

公民館・体育館
電力

上下水道

公民館・体育館等

公営住宅・福祉施設

水道・下水道

道路・橋梁・トンネル

河川

弊社インフラ

包括的に
一括管理

地域に存在する様々な公共インフラを、官民連携により、包括的に一括管理。

包括管理を採用することで、管理コストの削減等が期待されます（→詳細は次ページ）

各
部
局
ご
と
に
管
理

＜地域インフライメージ＞

＜管理イメージ＞

⇒

地域インフラ包括管理事業の概要



The Kansai Electric Power Co., Inc.

14

自治体さまのメリット

事務作業
の軽減

入札手続き等の作業軽減
・これまで各所で行っていた多岐に亘る保守・点検・清掃業務等の発注・契約・取りまとめ業務の軽減が可能

コスト
の低減

一括発注・電力インフラとの一括管理によるコストダウンの可能性
・個別契約していたものを集約して一括発注することでコストダウンが可能。当社の所有する電力インフラと併
せて管理することによりコスト削減の可能性。

＋アルファ
の価値

中長期の保全計画の策定
・中長期的な視点に立ち、まちの将来の在り方や点検結果の評価等を維持・保全計画へ反映させることによ
り、持続可能なインフラ設備の構築が可能。

最新技術
の導入

最新のＩCＴ技術等の活用
・点検へのドローン活用やAIによる管理など最新技術導入による管理コスト・手間の削減

包括管理事業の実施に向けた課題

●これまで別々の部門が実施していた業務を一括して発注することとなり、部門間の緊密な連携・調整が必要
●種類の異なるインフラの一括管理の実施のためには、法制度の確認・調整が必要になる可能性
●各部門の意思統一や議会・住民説明など事業実施にあたっては強い推進力が必要

インフラ包括管理によるメリットや課題

○今後、人口減少とともに自治体職員さまも減少される中、将来を見据え、当社と先駆的なビジネスモデル
を構築し、地域の課題解決に努めていきませんか。

＋アルファ
の価値

関連資源を活用した地域振興事業
・地域インフラ会社を立ち上げ、インフラ維持コストの低減に役立つ、新たな地域振興事業が可能。
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

!
お客さまが所有する建物の屋根に、弊社が太陽光発電設備を設置し運用を行うサービスをご提供します。

お客さまは初期投資のご負担なく太陽光発電の電気をご利用 いただけます。

関西電力がご提供する太陽光発電オンサイトサービスについて

The Kansai Electric Power Co,Inc.

設置・運用・メンテナンス

発電

法人のお客さま
（店舗や工場など）

自家消費
サービスご利用料金

（沖縄・離島・海外についてもご相談ください）

EMSによる更なるエネルギー
使用量の削減も併せて承ります

*
＊）Energy Management Service エネルギーマネジメントサービス

サービスの概要

・お客さまから弊社へ屋根の無償貸与をいただき、当社の指定事業者が設備調達、設計・施工を行い、
弊社が設備を所有のうえ、当社の指定事業者が責任をもって運用・メンテナンスを行います。
・ご契約時に締結いただくサービス料金単価に、太陽光発電設備で発電した電気の自家消費電力量を
乗じた金額を、サービス料金として毎月いただきます。
・ご契約期間は20年を基本としていますが、お客さまのニーズを踏まえて決定させていただきます。

全国でご利用
いただけます

別紙

confidenti
al
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

被災者

分散型エネルギーリソース_電動モビリティの活用

○非常災害時には、電動モビリティを災害拠点に移動し、バッテリー（蓄電池）を非常用電源
として活用することで、災害地域での電源として活用することが可能。

○ また、電動モビリティを活用し、被災者を防災拠点へ運搬することも可能。

電源 防災拠点

停電災害

充電設備

防災拠点に移動

電力を提供

系統
寸断

× 被災者を防災
拠点へ運搬

管内外
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

ＥＶリース・シェアリングシステムサービスの概要(関西電力)

・ＥＶの導入、充放電器等の設置

・ＥＶの充電および放電制御
・ＢＣＰ対策の１つとして利用

・お客さまのＥＶ維持費の軽減
・従業員さまのマイカー維持費の軽減

防災

○ 法人のお客さまを対象に、電気自動車と充放電機のリースも今年７月に開始しました。

○ 非常時には、電気自動車にたまった電気を充放電機を通じて建物側でお使いいただくことが可能です。

○ 社有車と通勤用の車を、会社と従業員でシェアするカーシェアのサービスもございます。


